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年 頭 所 感

　新年明けましておめでとうございます。
年頭にあたり謹んでご挨拶を申し上げます。

　2011年5月会長に就任以来、会員をはじめ
関係各位におかれましては、本会の事業運営
に格別のご支援、ご協力を賜りましたことに
心から厚くお礼申し上げる次第であります。

　昨年を振り返ってみますと、豪雪、東日本
大震災、豪雨など自然の猛威にことごとく翻
弄された年であったと痛感する次第であり

ます。
　しかしながら、自然の力に翻弄された一
方、世界各国からの大震災への支援や国内の
善意の輪の広がりなど東北の一員として心
から感謝を申し上げるとともに敬意を表す
る次第であります。
　また、「がんばろう東北！東北は一つ！」を
スローガンに支援を継続している人々の
「絆」の強さを実感し、今こそ、地域建設業が
担っている役割を十分果たすべく決意を新
たにしたところでありました。

　建設産業界にとって2012年は、国の公共
事業予算や地方公共団体の財政事情など不
透明なところから、依然として『量』の問題は
解消されてそうに無い状況であり、厳しさが
予想されますが、取り巻く環境の変化や社会
のニーズに対応するため、本会は、従前にも
まして、基幹産業である総合建設業の事業主
団体としての役割を果たしてまいる所存で
あります。
　特に、大震災では、秋田県をはじめ日本海
側のインフラの代替利用が検証されたとこ
ろから、国土の一体的な発展と多重性は必須
であり、港湾や高速道路等のインフラの早期

　謹んで新春のお喜びを

申し上げます。

　昨年は村岡新会長の下、

新執行部体制による本会

の事業運営が、概ね計画ど

おり順調に推移致してお

り、これも偏に会員をはじ

め関係各位のご協力、ご支

援の賜物と心から厚くお

礼申し上げます。

　一般社団法人への移行

については、新年度から新

法人としてスタートする

予定であります。

　新法人移行に伴い、正会

員は、総合建設業者が県内

で組織する法人又は団体

（現在の支部）を想定して

おり、現定款上の会員は、

正会員の構成会員という

スタンスとなり、呼称が変

わりますが、従前と変わら

ぬ事業運営、スケールメ

リットの共有、情報・サー

ビスの提供を実行して参

る所存であります。ご理解

とご協力を切にお願い申

し上げます。

また、新年度からは、各支

部の一般社団法人への移

行認可申請へのご支援、ご

協力を積極的に進めて参

る所存であります。

　新しい年は、建設業界に

とって好転を予測する要

因が不透明でありますが、

技術と経営に優れた建設

業が、地域に必要不可欠で

あることは不変でありま

す。

　地域社会への貢献度の

高い建設業が維持・継続で

きる環境づくり事業を中

心にサポートして参る所

存であります。

　会員をはじめ関係各位

のご支援・ご鞭撻のほどよ

ろしくお願い申し上げま

す。

　それぞれが思い描いた

豊かな建設業の実現を目

指す一年なることをご祈

念申し上げ新年の挨拶と

いたします。

　平成24年の新春を迎え、

謹んで年頭のご挨拶を申

し上げます。

昨年３月１１日に発生し

た東日本大震災は、多くの

尊い人命を奪ったばかり

でなく、地域の人々の暮ら

しを支えてきたあらゆる

生活基盤にも甚大な被害

をもたらしました。震災発

生後まもなく１年を迎え

ようとしておりますが、長

年住み慣れた故郷を離れ、

見知らぬ土地での生活を

余儀なくされた方々が多

数おいでになるなど、今も

なお厳しい現実が続いて

おります。改めてお亡くな

りになられた方々に深く

哀悼の意を表しますとと

もに、被災された皆様に心

からのお見舞いを申し上

げます。

さて、この震災は我が国の

国土整備計画にも大きな

影響を与えることになり

ました。これまでは、太平

洋側を中心にインフラ整

備がおこなわれたため、被

災地の救援活動や東北地

方の物流等の確保が困難

となり、住民生活や経済活

動に大きな支障をきたし

ました。今後の復興計画に

おいて、日本海側の国土軸

が重要性を増してきてお

りますし、私ども建設業協

会でも声を大にして日本

海側のインフラ整備の遅

れを訴えていかなければ

なりません。また、国民の

防災意識は高揚しつつあ

り、それに携わる建設業も

再評価され始めたと感じ

ております。建設業界は、

公共事業の縮小や受注競

争の激化に、日本経済の低

迷が加わり業界を取り巻

く経営環境は難局に直面

しております。しかしなが

ら、災害時の応急や復旧活

動の中核的存在として、国

民生活を守り、日本の社会

資本整備を担い、国と地域

の発展と安全を守ってい

ます。それ故に建設企業が

このような重要な役割を

維持、継続するためには、

健全で安定した経営が不

可欠であります。被災地で

復興計画の策定が予定通

り進めば、今年から復旧・

復興工事が本格化してま

いります。今こそ建設業の

真価を問われるときであ

り、日本の復興に向け、会

員一丸となって最大限の

努力をし、必要とされる建

設業を目指してまいりた

いと思います。

　結びに、本年も会員各位

をはじめ関係者の皆様の

一層のご協力とご支援を

お願い申し上げますとと

もに、皆様の益々のご健勝

とご繁栄をお祈り申し上

げまして、年頭のご挨拶と

いたします。・ご協力をお

願い申し上げますととも

に、皆様のご健勝・ご繁栄

を祈念いたしまして、年頭

の挨拶といたします。

整備・高度化について関係機関等へ強力に提
言して参る所存であります。

　また、地域に必要な建設産業が維持・継続
され、基幹産業としての役割を果たすため、
資源である人材の確保・育成をはじめ技術の
伝承について集中と選択のもとに自主的な
取り組みを総合的にサポートするとともに、
入札・契約制度への適切な対応、品質確保と
安全施工に努めながら温室効果ガスの削減
や環境にやさしい工事・サービスを提供でき
る建設産業を目指すための意識改革と構造
改革推進への環境づくり事業を展開して参
る所存であります。

　さらには、大震災への復興支援はもとより
災害等への応援体制を整え、県民の安心かつ
安全に生活できる環境づくりに一層貢献し
て参る所存であります。

　関係各位のご支援ご協力を賜れば幸に存
じます。
　新しい年のご繁栄とご健康を心よりご祈
念申し上げます。
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新年を迎 えて
秋 田 県 知 事

佐 竹 敬 久

新年 のごあいさつ
秋 田 県 建 設 交 通 部 長

冨　田　耕　司

新年のごあいさつ
秋 田 労 働 局 長

坂　本　忠　行

年頭のご挨拶
 国土交通省 東北地方整備局
     秋田河川国道事務所長

 瀬戸下　伸介

フト・ハードの両面の防
災対策の更なる強化など
を通じて、秋田の成長・
発展や県民の安全・安心
の確保を図っていくとと
もに、東北の一員として
大震災からの復興に貢献
してまいります。
　県内の経済雇用情勢に
ついては、東日本大震災
直後には、大きな落ち込
みが見られたものの、そ
の後は、原材料等の供給
制約の解消や様々な経済
対策等により、持ち直し
の動きが見られておりま
す。県としてはこの回復
に向けた動きをより確実
なものとするため、引き
続き、きめ細かい経済・
雇用対策を切れ目なく講
じてまいります。
　また、今年から、多く
の産業に波及効果をもた
らす観光分野を、総合戦
略産業として発展させて
いくための取組を重点的
に進めてまいります。本

県の持つ豊かな自然や美
しい景観、特色ある物産
や文化、地域に根ざした
伝統芸能など、多くの地
域資源を有機的に結びつ
け効果的に活用するほ
か、様々なインフラの活
用による観光ルートの設
定、さらには、多様な媒
体により本県の魅力を積
極的にPRするなど、多角
的に取り組んでまいりま
す。

　終わりになりました
が、新しい年が、皆様一
人ひとりにとって素晴ら
しい年となりますよう御
祈念申し上げまして、新
年のごあいさつといたし
ます。

　謹んで新年のごあいさ
つを申し上げます。
　県民の皆様におかれま
しては、希望に満ちた晴
れやかな新年をお迎えの
ことと、心からお慶び申
し上げます。

　昨年を振り返ってみま
すと、国内では、3月の未
曾有の被害をもたらした
東日本大震災とそれに伴
う福島第一原発事故の発
生、夏には円相場の史上
最高値の更新、秋には我
が国の産業構造を大きく

変える可能性をはらむ
TPP（環太平洋経済連携
協定）交渉への参加表明
とまさに激動の一年であ
りました。また、海外に
目を移せば、ヨーロッパ
の政府債務危機などを背
景とした経済情勢の不安
定化や、中東・北アフリ
カでの民主化運動に伴う
政権交代など、年頭には
考えられなかった出来事
の連続でありました。
　そのような中、今年は
東日本大震災からの復興
が本格的に始まります。
本県としては、再生可能
エネルギーの導入促進や
関連産業の創出・育成、
秋田港や日本海沿岸東北
自動車道をはじめとする
インフラの整備促進、ソ

刻みつつも、そこで学ん
だ課題を先送りせず、現
在の、そして将来の人々
のために活かすことこそ
が、果たすべき責務であ
ると考えております。
　本県は、日本でも2番目
の食糧自給率であるほ
か、電子・デバイス産業
や環境リサイクル産業の
集積地となっているな
ど、日本に誇る強みがあ
ります。皆様の安全・安
心な生活を支えるため、
豪雨等に備えた河川整備
や、良質な住環境に向け
た取組、暮らしやすい地
域交通ネットワークへの
支援、そして景気を支え
る公共事業を継続してい
くことは当然ですが、震
災からの復興を目指す東
北において、また、発展
を遂げる東アジア地域に
向けた日本海側の窓口と
して、本県が持つポテン
シャルを十分に発揮する

ため、本年もこれらの強
みを横断的に支えてまい
ります。
　国の公共事業費は急速
に縮減が進められ、社会
資本整備を取り巻く状況
は厳しいものがあります
が、建設業は災害時の地
域貢献を担っている重要
な存在であり、本県の基
幹産業であります。
　本年が、未来に向かっ
て歩む皆様の希望となる1
年であることをお祈り申
し上げ、新年の挨拶とさ
せていただきます。

　壁に貼られた暦も真新
しいものに替わり、新年
の訪れを感じておりま
す。
　さて、昨年は、本県の
大きな政策課題として取
り組んでまいりました日
本海沿岸東北自動車道
「二ッ井白神～あきた北
空港」間と、「遊佐～象
潟」間に大きな前進があ
り、さらに秋田港が「日
本海側拠点港」に選定さ
れるなど、太平洋側と日
本海側とのバランスのと
れた機能の整備、そし

て、東アジア地域との交
流促進に大きな弾みがつ
いた年になったものと考
えております。
　振り返りますと、昨年3
月11日に発生した東北地
方太平洋沖地震により、
特に東北の太平洋側3県
は、非常に大きな被害を
受けました。
　当時、私は国土交通省
におりましたが、次々と
入るニュースに胸が締め
付けられる思いを抱きな
がらも、被災地の一助と
なるべく業務に当たって
いた記憶は、生涯忘れる
ことはできません。
　しかし、私たち行政に
携わる者は、この震災に
よる痛ましい教訓を胸に

ス残業等の相談や申告が

多く寄せられております。

また、震災復興に伴う急激

な受注増加や利益確保に

向けた過剰な人員削減に

より、再び労働時間の長期

化傾向が認められ、過重労

働による労働者の健康障

害が懸念される状況にも

あります。

昨年の建設業における休

業４日以上の労働災害は、

一昨年に比べやや増加で

推移しており、今年につき

ましても貴協会及び会員

の皆様におかれましては、

三大災害の防止を基本と

した対策の徹底やリスク

アセスメントの積極的な

展開等について一層の取

組みをお願いいたします。

秋田労働局は、依然として

続く厳しい経済雇用情勢

の中においても、県民の皆

さまが安心、安全に、そし

て最大限の能力を発揮し

て生き生きと働けるよう

労働環境の整備に努めて

参ります。また、こうした

情勢の中にあっても適正

な労働条件の確保や安心

して働ける職場環境の整

備・維持に、本年も引き続

きまして、ご理解とご協力

を賜りますようお願いい

たします。

最後に、本年が、経済の回

復が進み、社会資本の整備

を担う社団法人秋田県建

設業協会の益々のご発展、

会員皆様のご繁栄をご祈

念申し上げ年頭のごあい

さつといたします。

　明けましておめでとう

ございます。

　新年を迎えまして、会員

の皆様方のご健勝とご繁

栄を心からお慶び申し上

げます。

　また、労働行政の推進に

あたりましては、貴協会並

びに会員皆様方の格別の

ご理解とご協力を賜り厚

く御礼申し上げます。

　さて、昨年三月十一日発

生した東日本大震災から

十ヶ月が経過し、復興に向

けた動きが本格化してお

りますが、一方で、急速な

円高の進行やＥＵ圏にお

ける経済危機等により経

済状況は依然厳しく、県内

の雇用情勢は、新規求人数

が震災復興や介護施設の

新設により増加している

ものの、製造業などでは減

少傾向で推移しており、有

効求人倍率は０．５倍台で

推移し、依然として厳しい

状況が続いております。

こうした中、労働基準監督

署には賃金や解雇、サービ

田南バイパスの4車線化に
向けて、雄物大橋の下部
工に着手しました。ま
た、日沿道のミッシング
リンク区間である山形県
遊佐～象潟間の約17kmに
ついて計画段階評価に着
手しました。本年は引き
続き事業の推進を図り、
日沿道については金浦IC
（仮称）まで、角館バイ
パスについては残る雲然
～月見堂間の24年度中の
供用を図ってまいりま
す。
　事務所管内において
は、6月に梅雨前線に伴う
豪雨により、子吉川の4観
測所で計画高水位を越え
る記録的な洪水となり、
支川石沢川左岸で破堤す
るなどの大きな災害が発
生しました。雄物川、子
吉川においては流下能力
が不足している箇所が多
く存在しており、治水安
全度はまだ十分ではあり
ません。今年も安全で安

心な地域づくりに向け、
引き続き河道掘削等によ
り流下能力の向上を図る
とともに、関係の各自治
体とも連携し水防体制の
強化に取り組んでまいり
ます。
　また、総合評価落札方
式の適正な執行に努める
とともに、ダンピング対
策の強化などにより、健
全な建設産業の発展、環
境の構築にも努めてまい
ります。
　当事務所の事業の推進
には、地域の皆様、建設
産業に従事される皆様の
ご支援が不可欠です。引
き続きご理解とご協力を
お願い申し上げるととも
に、皆様のご健康と益々
のご活躍を御祈念申し上
げ、年頭のご挨拶といた
します。

　平成24年の年頭にあた
り、謹んで新年のお慶び
を申し上げます。
　皆様には、日頃より国
土交通行政の推進につき
まして、ご理解とご協力
を賜り、厚く御礼申し上
げます。
　昨年は、多くの災害に
見舞われる年となりまし
た。中でも太平洋岸に未
曾有の被害をもたらした
東日本大震災は、経験し
たことのない規模の大災
害であり、直接的な被害
の少なかった当事務所に
おいても、災害発生当初

より物資輸送や人的支援
等できる限りの支援をし
てまいりました。今後も
我が国にとって重要な課
題である被災地の復興に
向け、東北地方整備局の
一員として取り組んでま
いる所存です。
　震災発生時には、道路
が住民の避難や救援物資
を運ぶまさに「命の道」
として機能することで、
東日本大震災は道路の防
災面での役割が改めて認
識される出来事でもあり
ました。昨年の道路事業
は、日沿道象潟仁賀保道
路、角館バイパス、下浜
道路、河辺拡幅等の事業
を推進するとともに、秋
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新年を迎えて
秋 田 県 知 事

佐 竹 敬 久

新年のごあいさつ
秋 田 県 建 設 交 通 部 長

冨　田　耕　司

新年のごあいさつ
秋 田 労 働 局 長

坂　本　忠　行

年頭のご挨拶
 国土交通省 東北地方整備局
     秋田河川国道事務所長

 瀬戸下　伸介

フト・ハードの両面の防
災対策の更なる強化など
を通じて、秋田の成長・
発展や県民の安全・安心
の確保を図っていくとと
もに、東北の一員として
大震災からの復興に貢献
してまいります。
　県内の経済雇用情勢に
ついては、東日本大震災
直後には、大きな落ち込
みが見られたものの、そ
の後は、原材料等の供給
制約の解消や様々な経済
対策等により、持ち直し
の動きが見られておりま
す。県としてはこの回復
に向けた動きをより確実
なものとするため、引き
続き、きめ細かい経済・
雇用対策を切れ目なく講
じてまいります。
　また、今年から、多く
の産業に波及効果をもた
らす観光分野を、総合戦
略産業として発展させて
いくための取組を重点的
に進めてまいります。本

県の持つ豊かな自然や美
しい景観、特色ある物産
や文化、地域に根ざした
伝統芸能など、多くの地
域資源を有機的に結びつ
け効果的に活用するほ
か、様々なインフラの活
用による観光ルートの設
定、さらには、多様な媒
体により本県の魅力を積
極的にPRするなど、多角
的に取り組んでまいりま
す。

　終わりになりました
が、新しい年が、皆様一
人ひとりにとって素晴ら
しい年となりますよう御
祈念申し上げまして、新
年のごあいさつといたし
ます。

　謹んで新年のごあいさ
つを申し上げます。
　県民の皆様におかれま
しては、希望に満ちた晴
れやかな新年をお迎えの
ことと、心からお慶び申
し上げます。

　昨年を振り返ってみま
すと、国内では、3月の未
曾有の被害をもたらした
東日本大震災とそれに伴
う福島第一原発事故の発
生、夏には円相場の史上
最高値の更新、秋には我
が国の産業構造を大きく

変える可能性をはらむ
TPP（環太平洋経済連携
協定）交渉への参加表明
とまさに激動の一年であ
りました。また、海外に
目を移せば、ヨーロッパ
の政府債務危機などを背
景とした経済情勢の不安
定化や、中東・北アフリ
カでの民主化運動に伴う
政権交代など、年頭には
考えられなかった出来事
の連続でありました。
　そのような中、今年は
東日本大震災からの復興
が本格的に始まります。
本県としては、再生可能
エネルギーの導入促進や
関連産業の創出・育成、
秋田港や日本海沿岸東北
自動車道をはじめとする
インフラの整備促進、ソ

刻みつつも、そこで学ん
だ課題を先送りせず、現
在の、そして将来の人々
のために活かすことこそ
が、果たすべき責務であ
ると考えております。
　本県は、日本でも2番目
の食糧自給率であるほ
か、電子・デバイス産業
や環境リサイクル産業の
集積地となっているな
ど、日本に誇る強みがあ
ります。皆様の安全・安
心な生活を支えるため、
豪雨等に備えた河川整備
や、良質な住環境に向け
た取組、暮らしやすい地
域交通ネットワークへの
支援、そして景気を支え
る公共事業を継続してい
くことは当然ですが、震
災からの復興を目指す東
北において、また、発展
を遂げる東アジア地域に
向けた日本海側の窓口と
して、本県が持つポテン
シャルを十分に発揮する

ため、本年もこれらの強
みを横断的に支えてまい
ります。
　国の公共事業費は急速
に縮減が進められ、社会
資本整備を取り巻く状況
は厳しいものがあります
が、建設業は災害時の地
域貢献を担っている重要
な存在であり、本県の基
幹産業であります。
　本年が、未来に向かっ
て歩む皆様の希望となる1
年であることをお祈り申
し上げ、新年の挨拶とさ
せていただきます。

　壁に貼られた暦も真新
しいものに替わり、新年
の訪れを感じておりま
す。
　さて、昨年は、本県の
大きな政策課題として取
り組んでまいりました日
本海沿岸東北自動車道
「二ッ井白神～あきた北
空港」間と、「遊佐～象
潟」間に大きな前進があ
り、さらに秋田港が「日
本海側拠点港」に選定さ
れるなど、太平洋側と日
本海側とのバランスのと
れた機能の整備、そし

て、東アジア地域との交
流促進に大きな弾みがつ
いた年になったものと考
えております。
　振り返りますと、昨年3
月11日に発生した東北地
方太平洋沖地震により、
特に東北の太平洋側3県
は、非常に大きな被害を
受けました。
　当時、私は国土交通省
におりましたが、次々と
入るニュースに胸が締め
付けられる思いを抱きな
がらも、被災地の一助と
なるべく業務に当たって
いた記憶は、生涯忘れる
ことはできません。
　しかし、私たち行政に
携わる者は、この震災に
よる痛ましい教訓を胸に

ス残業等の相談や申告が

多く寄せられております。

また、震災復興に伴う急激

な受注増加や利益確保に

向けた過剰な人員削減に

より、再び労働時間の長期

化傾向が認められ、過重労

働による労働者の健康障

害が懸念される状況にも

あります。

昨年の建設業における休

業４日以上の労働災害は、

一昨年に比べやや増加で

推移しており、今年につき

ましても貴協会及び会員

の皆様におかれましては、

三大災害の防止を基本と

した対策の徹底やリスク

アセスメントの積極的な

展開等について一層の取

組みをお願いいたします。

秋田労働局は、依然として

続く厳しい経済雇用情勢

の中においても、県民の皆

さまが安心、安全に、そし

て最大限の能力を発揮し

て生き生きと働けるよう

労働環境の整備に努めて

参ります。また、こうした

情勢の中にあっても適正

な労働条件の確保や安心

して働ける職場環境の整

備・維持に、本年も引き続

きまして、ご理解とご協力

を賜りますようお願いい

たします。

最後に、本年が、経済の回

復が進み、社会資本の整備

を担う社団法人秋田県建

設業協会の益々のご発展、

会員皆様のご繁栄をご祈

念申し上げ年頭のごあい

さつといたします。

　明けましておめでとう

ございます。

　新年を迎えまして、会員

の皆様方のご健勝とご繁

栄を心からお慶び申し上

げます。

　また、労働行政の推進に

あたりましては、貴協会並

びに会員皆様方の格別の

ご理解とご協力を賜り厚

く御礼申し上げます。

　さて、昨年三月十一日発

生した東日本大震災から

十ヶ月が経過し、復興に向

けた動きが本格化してお

りますが、一方で、急速な

円高の進行やＥＵ圏にお

ける経済危機等により経

済状況は依然厳しく、県内

の雇用情勢は、新規求人数

が震災復興や介護施設の

新設により増加している

ものの、製造業などでは減

少傾向で推移しており、有

効求人倍率は０．５倍台で

推移し、依然として厳しい

状況が続いております。

こうした中、労働基準監督

署には賃金や解雇、サービ

田南バイパスの4車線化に
向けて、雄物大橋の下部
工に着手しました。ま
た、日沿道のミッシング
リンク区間である山形県
遊佐～象潟間の約17kmに
ついて計画段階評価に着
手しました。本年は引き
続き事業の推進を図り、
日沿道については金浦IC
（仮称）まで、角館バイ
パスについては残る雲然
～月見堂間の24年度中の
供用を図ってまいりま
す。
　事務所管内において
は、6月に梅雨前線に伴う
豪雨により、子吉川の4観
測所で計画高水位を越え
る記録的な洪水となり、
支川石沢川左岸で破堤す
るなどの大きな災害が発
生しました。雄物川、子
吉川においては流下能力
が不足している箇所が多
く存在しており、治水安
全度はまだ十分ではあり
ません。今年も安全で安

心な地域づくりに向け、
引き続き河道掘削等によ
り流下能力の向上を図る
とともに、関係の各自治
体とも連携し水防体制の
強化に取り組んでまいり
ます。
　また、総合評価落札方
式の適正な執行に努める
とともに、ダンピング対
策の強化などにより、健
全な建設産業の発展、環
境の構築にも努めてまい
ります。
　当事務所の事業の推進
には、地域の皆様、建設
産業に従事される皆様の
ご支援が不可欠です。引
き続きご理解とご協力を
お願い申し上げるととも
に、皆様のご健康と益々
のご活躍を御祈念申し上
げ、年頭のご挨拶といた
します。

　平成24年の年頭にあた
り、謹んで新年のお慶び
を申し上げます。
　皆様には、日頃より国
土交通行政の推進につき
まして、ご理解とご協力
を賜り、厚く御礼申し上
げます。
　昨年は、多くの災害に
見舞われる年となりまし
た。中でも太平洋岸に未
曾有の被害をもたらした
東日本大震災は、経験し
たことのない規模の大災
害であり、直接的な被害
の少なかった当事務所に
おいても、災害発生当初

より物資輸送や人的支援
等できる限りの支援をし
てまいりました。今後も
我が国にとって重要な課
題である被災地の復興に
向け、東北地方整備局の
一員として取り組んでま
いる所存です。
　震災発生時には、道路
が住民の避難や救援物資
を運ぶまさに「命の道」
として機能することで、
東日本大震災は道路の防
災面での役割が改めて認
識される出来事でもあり
ました。昨年の道路事業
は、日沿道象潟仁賀保道
路、角館バイパス、下浜
道路、河辺拡幅等の事業
を推進するとともに、秋
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早期に策定し、「早急な社会資

本整備の推進」に着実に取り

組んでいただきたいと望んで

おります。本会としても、最大

限の努力をしていきたいと考

えております。

　本年は、米国、韓国、台湾、ロ

シア等では選挙、中国では指

導者交代が行われ、大きな転

換が予測されます。ユーロ危

機、米国の二番底懸念、中国、

新興国の状況を考えますと、

デフレ、円高、原発問題など、

依然として不透明感は払拭出

来ませんが、遅れていた大震

災の復旧・復興などを契機に、

日本が久々に機関車役を担わ

なくてはなりません。我々建

設業に携わるものとしては、

どんなに厳しい状況であって

も、社会資本整備を行うこと

により、国民の安全・安心を確

保し、地域経済と雇用を維持

する建設業界の責務を果たし

続けなくてはなりません。

　本会としては、地域社会に

不可欠な建設企業が活力を回

復し、その責務を持続的に果

たすことができるよう、次代

を担う人材の確保・育成と技

術の継承への取り組みを行う

とともに、昨年国土交通省か

ら示された「建設産業の再生

と発展のための方策2011」の

早期具体化に向け、協力およ

び提言を行って参ります。

　また、我々建設業は、国民・

社会に対し、社会資本整備の

重要性とそれを担う建設業の

役割を正しく認識していただ

くことも重要です。そのため

「国民から“ありがとう”と感

謝され、働く人々が自らを誇

れる建設業界」を目指し、コン

プライアンスの徹底はもちろ

んのこと、CSRへの取り組み

や戦略的広報活動などの事業

活動を一層強化して参る所存

です。

　最後に、建設業界がより良

い業界となりますよう、各都

道府県協会並びに関係各位の

皆様方のご協力を心よりお願

い申し上げますとともに、平

成24年が我が国の活力ある再

生に向け、充実した輝かしい

年でありますよう祈念いたし

まして年頭のご挨拶といたし

ます。

　平成24年の新年を迎え、謹

んで新春のご挨拶を申し上げ

ます。平素は本会の事業活動

に対し格別のご支援・ご協力

を賜り、改めて厚く御礼を申

し上げます。

　昨年は、東日本大震災、集中

豪雨および台風被害など、日

本が「災害列島」であることを

強く認識させられた1年でし

た。大変多くの方々がお亡く

なりになり罹災されましたこ

と、心よりお悔やみとお見舞

いを申し上げます。これらの

被災地で、地域の建設企業は、

使命感を持って復旧・復興に

あたっております。特に大震

災の発生直後は、昼夜を問わ

ず自衛隊の先導を務め、がれ

きの撤去や道路の啓開作業に

従事しました。これらのご苦

労と責任感に対し、心からお

礼と感謝を申し上げます。

　震災以後、私が全国の各都

道府県協会の皆様と接する中

で、大変強く感じましたこと

は、「地域の安心・安全を守る

のは自分達だ」という気概で

す。本年は復興事業が本格化

しますが、本会としては、復興

においても、全国防災におい

ても、大手企業から地元の中

堅・中小企業まで全国２万社

以上の会員により構成される

組織特性を活かし、それぞれ

が自分たちの得意分野で最大

限の力を発揮し、100年後の

国民に誇れるような復興と国

土づくりを目指したいと考え

ております。

　そのため政府に対しては、

「国民が安全・安心して暮らせ

る社会基盤の構築」に向け、

「地域の実情や災害対応に配

慮した国土保全ビジョン」を

表しますとともに感謝申しあげ
ます。
　新年を迎え、当協会といたしま
しては、「死亡者数を300人以下
にする」という新たな目標に向
かって、「リスクアセスメントの
確実な実施」、「建設業労働安全衛
生マネジメントシステム（コスモ
ス）導入の促進」、「建設現場での
酸素欠乏危険作業特別教育」等の
各種事業を積極的に推進してい
くこととしております。
　特に、安全衛生担当者が一同に
会し、安全衛生意識の高揚並びに
安全衛生管理に係るノウハウと
情報の共有化を図るため、「第49
回全国建設業労働災害防止大会
（兵庫大会）」を、本年、10 月18
日、19日の両日、兵庫県神戸市の
ワールド記念ホールをメイン会
場として開催することとしてお
りますので、皆様方のご支援、ご
参加をお願い申し上げます。
　昨年は、東日本大震災をはじめ

台風や集中豪雨による自然災害
が各地で多発しました。一日も早
い復旧・復興を願う被災地におい
ては、建設産業に大きな期待が寄
せられており、その期待にしっか
りと応えることが建設産業の社
会的使命であります。
　復旧・復興工事に限らず、建設
従事者が日々行っている仕事は、
いずれも社会にとって、また、国
民一人ひとりにとって大変重要
なものばかりです。その重要な役
割を担っている方々を労働災害
という悲惨な目に遭わせてはな
らないとの思いを皆様と共有し、
建設産業の安全衛生水準の更な
る向上を図ってまいりたいと存
じますので、本年も各種事業の推
進に積極的にお取組みいただき
ますようお願い申しあげます。
　会員の皆様をはじめ、関係各位
の益々のご健勝とご発展を祈念
いたしまして、新年のご挨拶とい
たします。

　平成24年の新春を迎え、謹んで年
頭のご挨拶を申し上げます。
　建設労働災害による平成22年
の死亡者数は365人となり、「死
亡災害をせめて1日一人以下にす
る」という当面の目標を実現する
ことができました。
　また、平成23年の死亡災害発
生状況をみると、11月7日現在の
速報値で、前年同期比33人減の
244人となっており、過去最少と
なる見込みです。

　死亡災害の減少には、工事量が
減少した要因もありますが、建設
投資額（名目値）の減少と建設業に
おける死亡者数の減少を比較し
てみますと、建設投資額のピーク
時の平成8年度は82.8兆円で死亡
者数1,001人、平成22年度は41.1
兆円で死亡者数365人となってお
り、建設投資額が約50％減少した
のに対して、死亡者数は約64％減
少しております。このことから、死
亡者数の減少には安全衛生水準
の向上が大きく寄与しているこ
とが分かります。
　これも偏に会員の皆様をはじ
め関係者の方々の労働災害防止
への熱意と長年にわたる地道な
ご努力の賜であり、心より敬意を

　建設業が地域経済の中核

を担う魅力ある産業として

発展していくためには、建

設労働者の雇用の安定と福

祉の増進、職場の魅力づく

りなどを進め、将来を担う

若手建設労働者の確保、育

成を図っていくことが不可

欠です。

　建退共制度は、公共工事

、民間工事を問わず広く建

設現場で働く方々への退職

金の支給を通じて、建設業

で働く魅力を高める一助と

なり、ひいては優秀な人材

確保につながり、また意欲

を持って安心して働ける環

境づくりにも役立つもので

す。

　本年も、建退共への加入

と証紙の適正な貼付につき

まして、倍旧のご支援を賜

りますようよろしくお願い

申し上げます。

　新しい年が復興への一歩

を踏み出す希望の一年とな

りますよう念じつつ、貴協

会並びに会員の皆様のご発

展、ご健勝を祈念いたしま

して、年頭のご挨拶といた

します。

　新春を迎え、謹んで新年

のご挨拶を申し上げます。

　昨年は、3月の東日本大

震災を始め、国内各地で台

風の惨禍にも見舞われ、国

難ともいうべき一年でした

が、同時に、復旧・復興、

基盤整備等における建設業

の重要性が改めて確認され

た年でもありました。

　多事多難ななか、皆様に

は、建設業退職金共済制度

の運営に多大なご支援、ご

協力を賜りましたことを、

厚く御礼申し上げます。

　建設業退職金共済制度は

、建設現場で働く方々の福

祉の増進と建設業を営む中

小企業の振興を目的として

、昭和39年10月に発足し

、本年で48年目を迎えま

す。おかげさまで、当退職

金共済制度への加入契約者

数は18万3千事業所、被共

済者数は288万人を数え、

これまで累計で205万人の

退職者に対して1兆4106

億円の退職金をお支払いし

ております。

少しでも大震災の復旧に役

立つ為の措置を講じており

ます。

　このような中で当団が実

施しております建設共済事

業は、各都道府県建設業協会

の協力を頂きながら、年度当

初の事業計画に新規契約獲

得900社を目標に掲げ、加入

促進並びに更新契約の確保

に努めております。残念なこ

とに、契約数の減少傾向に歯

止めを掛けるまでには至っ

ておりませんが、共済契約の

収支状況は安定的に推移し

ており、健全な事業運営を継

続することが出来ておりま

す。これも皆様方のご理解ご

協力の賜物と感謝しており

ます。

　当団の中長期的課題であ

ります改正保険業法問題及

び公益法人改革問題であり

ますが、改正保険業法問題は

昨年成立した法律に基づき、

「認可特定保険業者」として

当分の間現行同様の事業が

継続出来るよう認可取得の

申請準備を行っているとこ

ろであります。また、公益法

人改革問題につきましては、

昨年、理事会・評議員会のご

承認を得て、現在公益財団法

人を目指して準備を進めて

いるところであります。

　以上申し上げましたよう

に今年は当団にとりまして

大変重要な年となりますの

で、皆様方には一層のご理解

とご支援ご協力を賜ります

ようお願い申し上げます。

　年頭にあたり、皆様方の今

後益々のご隆昌とご健勝を

心からお祈り申し上げ、ご挨

拶と致します。

　新春を迎えるにあたり、謹

んで年頭のご挨拶を申し上

げます。

　昨年3月11日に発生しま

した「東日本大震災」は未曾

有の被害をもたらしました

が、共済団と致しましては、

日本赤十字社及び岩手、宮

城、福島等被災された6県の

建設業協会に6,000万円の

見舞金を贈りますと共に、労

災保険の認定を受けた建設

共済契約の被共済者及び契

約者に対し支援金を支給す

る制度を創設し実施致しま

した。この支援金は当団が把

握している被害状況及び労

災保険の認定状況から見て

未だ半数程度の請求しかあ

りませんが、11月30日現在

で33件57名に対し2億7千5

百万円を支給致しておりま

す。また、支援金支給の対象

となった方々の子に特例的

に育英奨学金を拡大適用し

ており、すでに12名の方々

に奨学金支給を決定してお

ります。その他地震及び津波

により被災した建設業協会

支部会館の改修工事に対し

優先的に特別助成を行う等、
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早期に策定し、「早急な社会資

本整備の推進」に着実に取り

組んでいただきたいと望んで

おります。本会としても、最大

限の努力をしていきたいと考

えております。

　本年は、米国、韓国、台湾、ロ

シア等では選挙、中国では指

導者交代が行われ、大きな転

換が予測されます。ユーロ危

機、米国の二番底懸念、中国、

新興国の状況を考えますと、

デフレ、円高、原発問題など、

依然として不透明感は払拭出

来ませんが、遅れていた大震

災の復旧・復興などを契機に、

日本が久々に機関車役を担わ

なくてはなりません。我々建

設業に携わるものとしては、

どんなに厳しい状況であって

も、社会資本整備を行うこと

により、国民の安全・安心を確

保し、地域経済と雇用を維持

する建設業界の責務を果たし

続けなくてはなりません。

　本会としては、地域社会に

不可欠な建設企業が活力を回

復し、その責務を持続的に果

たすことができるよう、次代

を担う人材の確保・育成と技

術の継承への取り組みを行う

とともに、昨年国土交通省か

ら示された「建設産業の再生

と発展のための方策2011」の

早期具体化に向け、協力およ

び提言を行って参ります。

　また、我々建設業は、国民・

社会に対し、社会資本整備の

重要性とそれを担う建設業の

役割を正しく認識していただ

くことも重要です。そのため

「国民から“ありがとう”と感

謝され、働く人々が自らを誇

れる建設業界」を目指し、コン

プライアンスの徹底はもちろ

んのこと、CSRへの取り組み

や戦略的広報活動などの事業

活動を一層強化して参る所存

です。

　最後に、建設業界がより良

い業界となりますよう、各都

道府県協会並びに関係各位の

皆様方のご協力を心よりお願

い申し上げますとともに、平

成24年が我が国の活力ある再

生に向け、充実した輝かしい

年でありますよう祈念いたし

まして年頭のご挨拶といたし

ます。

　平成24年の新年を迎え、謹

んで新春のご挨拶を申し上げ

ます。平素は本会の事業活動

に対し格別のご支援・ご協力

を賜り、改めて厚く御礼を申

し上げます。

　昨年は、東日本大震災、集中

豪雨および台風被害など、日

本が「災害列島」であることを

強く認識させられた1年でし

た。大変多くの方々がお亡く

なりになり罹災されましたこ

と、心よりお悔やみとお見舞

いを申し上げます。これらの

被災地で、地域の建設企業は、

使命感を持って復旧・復興に

あたっております。特に大震

災の発生直後は、昼夜を問わ

ず自衛隊の先導を務め、がれ

きの撤去や道路の啓開作業に

従事しました。これらのご苦

労と責任感に対し、心からお

礼と感謝を申し上げます。

　震災以後、私が全国の各都

道府県協会の皆様と接する中

で、大変強く感じましたこと

は、「地域の安心・安全を守る

のは自分達だ」という気概で

す。本年は復興事業が本格化

しますが、本会としては、復興

においても、全国防災におい

ても、大手企業から地元の中

堅・中小企業まで全国２万社

以上の会員により構成される

組織特性を活かし、それぞれ

が自分たちの得意分野で最大

限の力を発揮し、100年後の

国民に誇れるような復興と国

土づくりを目指したいと考え

ております。

　そのため政府に対しては、

「国民が安全・安心して暮らせ

る社会基盤の構築」に向け、

「地域の実情や災害対応に配

慮した国土保全ビジョン」を

表しますとともに感謝申しあげ
ます。
　新年を迎え、当協会といたしま
しては、「死亡者数を300人以下
にする」という新たな目標に向
かって、「リスクアセスメントの
確実な実施」、「建設業労働安全衛
生マネジメントシステム（コスモ
ス）導入の促進」、「建設現場での
酸素欠乏危険作業特別教育」等の
各種事業を積極的に推進してい
くこととしております。
　特に、安全衛生担当者が一同に
会し、安全衛生意識の高揚並びに
安全衛生管理に係るノウハウと
情報の共有化を図るため、「第49
回全国建設業労働災害防止大会
（兵庫大会）」を、本年、10 月18
日、19日の両日、兵庫県神戸市の
ワールド記念ホールをメイン会
場として開催することとしてお
りますので、皆様方のご支援、ご
参加をお願い申し上げます。
　昨年は、東日本大震災をはじめ

台風や集中豪雨による自然災害
が各地で多発しました。一日も早
い復旧・復興を願う被災地におい
ては、建設産業に大きな期待が寄
せられており、その期待にしっか
りと応えることが建設産業の社
会的使命であります。
　復旧・復興工事に限らず、建設
従事者が日々行っている仕事は、
いずれも社会にとって、また、国
民一人ひとりにとって大変重要
なものばかりです。その重要な役
割を担っている方々を労働災害
という悲惨な目に遭わせてはな
らないとの思いを皆様と共有し、
建設産業の安全衛生水準の更な
る向上を図ってまいりたいと存
じますので、本年も各種事業の推
進に積極的にお取組みいただき
ますようお願い申しあげます。
　会員の皆様をはじめ、関係各位
の益々のご健勝とご発展を祈念
いたしまして、新年のご挨拶とい
たします。
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244人となっており、過去最少と
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ご努力の賜であり、心より敬意を
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を担う魅力ある産業として

発展していくためには、建

設労働者の雇用の安定と福

祉の増進、職場の魅力づく

りなどを進め、将来を担う

若手建設労働者の確保、育
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りますよう念じつつ、貴協
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震災を始め、国内各地で台

風の惨禍にも見舞われ、国

難ともいうべき一年でした

が、同時に、復旧・復興、

基盤整備等における建設業

の重要性が改めて確認され

た年でもありました。

　多事多難ななか、皆様に

は、建設業退職金共済制度

の運営に多大なご支援、ご

協力を賜りましたことを、

厚く御礼申し上げます。

　建設業退職金共済制度は

、建設現場で働く方々の福

祉の増進と建設業を営む中

小企業の振興を目的として

、昭和39年10月に発足し

、本年で48年目を迎えま

す。おかげさまで、当退職

金共済制度への加入契約者

数は18万3千事業所、被共

済者数は288万人を数え、

これまで累計で205万人の

退職者に対して1兆4106

億円の退職金をお支払いし

ております。
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す。また、支援金支給の対象
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  財 団 法 人  建 設 業 福 祉 共 済 団

理 事 長  吉 田 一 彦
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ます。会社も、団体も、そし
て行政もこうした状況を一
刻も早く打破しなければ
と，懸命に取り組んでいる
もののまだ曙光は見えませ
ん。しかし、一方で大震災、
台風、集中豪雨、そして、豪
雪、口蹄疫被害など地域を
襲う様々な災厄に際して、
地域を守る建設業という姿
が明確になってきました。
この姿を的確に国民に伝
え、建設業への共感を拡げ
ていく、そして建設業界の
取組を後押しする大きな力
にしていく、今年の重要な
取組課題になりそうです。
　当基金は、行政と連携し
て建設業の構造改善と振興
を幅広く応援する唯一の専
門組織として、昭和50年の
設立以来、各種事業に取り
組んで参りました。建設業
界が大きな危機に直面して
いるさなか、当基金は一般
財団法人への移行という大
きな転機を迎えます。この

機に、建設業界へのお役立
ち度を倍増させるという目
標を掲げ、建設業振興基金
「C&C（変化と挑戦）2012」
という取組を昨年より進め
ています。
　①下請セーフティーネッ
ト債務保証等の金融支援事
業　②各種の構造改善事業
　③CI-NETの普及等によ
る情報化推進事業　④建設
業経理士検定試験等経営力
向上の支援　⑤建築及び電
気工事施工管理技術検定試
験や監理技術者講習等技術
力向上の支援等基金の事業
を原点に返って点検し見直
すこと、建設業振興の専門
家として職員のスキルと知
見を高める事など建設業振
興基金のパワーアップに今
年は本格的に取り組んで参
ります。
　最後に、皆様のご多幸と
ご健勝を祈念申し上げまし
て年頭の挨拶とさせていた
だきます。

　明けましておめでとうご
ざいます。
　平成24年の新春を迎え謹
んでお慶び申し上げます。
　昨年は、地域社会や暮ら
しの基盤と絆を根こそぎ
破壊した「東日本大震災」
の惨事を目の当たりにし
て、私たち日本人がその生
き方を根本から問われた
年でした。そして、リーマ
ンショックからようやく
立ち直りかけた日本経済
は内外の災害やEUの深刻

な財政・金融危機のあおり
を受け再び将来への不透
明性を増しています。
　迎えた新しい年も、被災
地の復興と先の見えない原
発事故への対応は待ったな
しであり、経済の再生、社会
保障と税の一体改革、TPP
への参加問題など難題山積
です。私たち日本人が心を
一つにして課題に立ち向か
い、今年こそ一歩ずつ未来
に展望が開けていく最初の
年にしたいものだと願って
おります。
　建設業界とりわけ地域の
建設業界は、仕事をとれば
とるほど身が細り、職人さ
んたちの労働条件や賃金も
ますます悪くなってくとい
う悲惨な状況に苦しんでい

き進めて行く中で、前払保

証事業が公共事業の円滑な

施工に寄与できるよう、よ

り一層努力する所存でござ

います。

　一方、わが国経済は長引

く円高に加えまして、昨年

の欧州債務危機等が抜本的

な解決に至っていない事等

により、依然、景況感が改

善しつつあるという実感を

得るには遠いものがありま

す。

　公共工事の前払保証事業

におきましても、国の公共

事業費が減少し、自治体の

建設投資にも大きな影響が

及ぶ中、秋田支店の上半期

末の保証実績は、請負金額

ベースで対前年度比マイナ

ス16.7％と低調な結果とな

りました。

　よって、この第4四半期

以降におきましては、昨年

の2011年度当初予算の公共

事業関係費5％の執行留保

の解除、並びに第3次補正

予算が成立した後の、早期

事業化、執行拡大が強く望

まれるものでございます。

　弊社としても、引き続き

前払金制度の利用拡大に向

けた活動をさせていただく

と共に、「地域建設業経営

強化融資制度」や「下請債

権保全支援事業」等へも積

極的に対応していく所存で

ございますので、貴協会、

並びに会員の皆様からの、

さらなるご支援、ご協力を

賜りますよう何卒宜しくお

願い申し上げます。

　最後に、本年が皆様にと

って良い年になりますよう

心から祈念申し上げ、新春

の挨拶にかえさせていただ

きます。

　謹んで新春のお慶びを申

し上げます。

　貴協会、並びに会員の皆

様には、平素より前払金保

証・契約保証事業、子会社

の㈱建設経営サービスの事

業等に対し、格別のご協力

、ご高配を賜り心から御礼

申し上げます。

　昨年は、本県におきまし

ても6、7月末や8月中旬の

大雨などで多くの被害を受

けた年でした。

このような自然災害に対し

ては、爾後の復旧活動が早

期に求められる事は言うま

でもありませんが、地場の

建設企業の皆様が、その地

域に精通しているからこそ

迅速な対応ができたという

ことを、地域住民の方にも

再認識して頂く事ができた

年だったと思います。

　今後も、河川・道路整備

や災害に強い高速道路網・

港湾の整備等を加速化する

ことが、大震災の教訓を踏

まえた、強い国土づくりの

一環としても大変重要だと

思いますし、インフラの維

持管理や除雪なども引き続

列島と言われながら脆弱な防災
体制や、太平洋側に集中した基
盤整備のもたらすリスク、高速
道路ネットワークの必要性な
ど、多くの問題が浮き彫りにな
りました。この大震災を教訓に
災害に強い国土づくりが急がれ
ると思われます。
　昨年10月25日に秋田で開催
された東北ブロック会議におい
ては、災害復旧予算の確保と共
に、災害に強い国土基盤の整備
や、建設産業の衰退に伴う「災害
対応空白地域」拡大の懸念、若者
に魅力ある建設産業の構築、入
札契約制度の適正化など、今後
の建設産業の重要な課題につい

て7項目の提案が議題となり、
活発な議論が行われました。
　建設業は地域の経済、雇用を
支える重要な基幹産業であり、
安全で健全な社会生活が維持さ
れる上で必要不可欠な産業であ
ります。社会に貢献し、信頼され
る産業として発展することを目
指し、本年も業界一体となって、
山積する問題の解決に取り組ん
で参りたいと思います。
　関係各位の皆様の一層のご
支援、ご協力をお願い申し上
げますと共に、皆様のご健
勝、ご多幸を心よりご祈念い
たしまして年頭のご挨拶とい
たします。

　平成24年の年頭にあたり謹
んで新春のお慶びを申し上げ
ます。
　昨年は1月の豪雪や全国各地
での水害、そして1000年に1
度と言われる未曾有の被害を

もたらした3月11日の東日本
大震災と、歴史に残る大災害
の年となりました。今なおそ
の爪あとは大きく、被災され
た皆さんには改めてお見舞い
を申し上げると共に、一日も
早く復旧が進むことを祈らず
にはいられません。
　被災地においては多くの建
設業者が自ら被災を受けている
にもかかわらず、発生直後より
昼夜にわたり応急復旧対応に力
を尽くしました。災害時に地域
に根ざした建設業者の存在がい
かに重要なものか、改めて認識
されたと思います。
　また今回の震災により、災害

副会長

加　藤　憲　成

地の地元建設業界が果たした
役割は非常に大きなものがあ
りました。それには、事前に防
災協定を結ぶなどの日頃の備
えが大事であることは勿論、防
災訓練を机上だけではなく、緊
急態勢での輸送路の確保、管内
のブロック分け、物流の備蓄な
ど、実際を想定した対策が必要
であり、秋田県にとっても急務
であります。
　しかし、公共事業の減少で競
争が激化したことにより経営
環境が困難になり、十分な人員
や建設機械の確保等、緊急時の
迅速な対応が懸念されるよう
な現状ですが、県内の協会8支
部が協力体制をつくっていく
ことが重要です。
　さて、今年は辰年。龍は十二
支の中で唯一想像上の動物で、
吉兆や祥瑞を表わす縁起の良
いものとされています。天変地
異が起きやすく「再生」や「復
興」に縁があると言われる卯年

から、「物みな生ず」の辰年へ。
今年は、新しい国の形を整える
ためにさまざまなことが生じ
るそうです。「登り竜」にあや
かってぜひとも良い年にした
いものです。
　最後に、故松下幸之助氏の言
葉を添えます。

自己中心的な考えをしていて
は相手を理解することは出来
ない。
理解のないところに協調は生
まれず、ともに助け合い、力を
合わせなければ、さらなる発展
は望めない。
みんなが理解、協調、協力し
合ってこそお互いの繁栄が実
現できるのである。

　協会会員の皆様には「安全第
一」を心がけていただき、無事故・
無災害の明るい一年であります
よう、併せて皆様の御健康と御
多幸をお祈り申し上げます。

　新年あけましておめでとう
ございます。謹んで新春のお慶
びを申し上げます。
　昨年はまさに激動とも言え
る一年でした。
　世界経済を見ますと、アラブ
諸国の民主化運動、EUの金融
危機、米国債の格下げや異常な
円高など、懸案が山積してお
り、日本経済、ひいては地方経
済への影響が危惧されます。
　一方、我が国では、豪雪や台
風、集中豪雨など多くの自然災
害に見舞われました。とりわけ

3月11日に発生した「東日本大
震災」では多くの尊い人命が失
われ、未だに数千人もの方が行
方不明になっております。被災
された皆様に心からお悔やみ
とお見舞いを申し上げます。
　被災から一年近くが経過し
ようとする中、福島の原発の放
射能汚染は収束が見えず、また
津波による被災地の復興も一
向に進んでおりません。本県で
は、“東北は一つ”のスローガン
の下に、被災地の復興への支援
協力を申し出ておりましたが、
このたび、被災地のがれきの受
け入れを前提に岩手県と協議
にはいりました。震災特需と言
われておりますが、我が秋田県
も景気が上向くよう、県当局の
一層の御指導をお願いしたい
ものです。
　また、震災直後、国の要請に
より、自衛隊や消防等救助隊の
ために迅速に啓開作業を行い
道路の確保に努めるなど、被災

副会長

菅　　　良　弘

中、わが国でも、東日本大震災
や福島原発の問題さらには台
風等による豪雨災害が発生す
るなど、まさに災害列島の一年
でした。
　県内でも、豪雪や豪雨災害の
ほか竜巻に見舞われるなど被
害も甚大でした。
　そのような中、政府は、東日
本大震災の影響を考慮し、公共
事業費の大幅な増額補正など
により、対応を考えております
が、未だにがれき処理にさえ難
航している状況にあります。
　必要な時に、必要な道路がつ
ながっていることがどれほど
大切であるか思い知らされま
したし、国民生活や経済社会活

動を支えるためには、地方が必
要とする道路整備を確実に進
めていく必要があると思いま
す。
　地方の経済は、公共事業の投
資・拡大なくしては、他の経済
への波及・拡大もないと考えて
おります。
　現政権の政策を期待し、本年
も関係各位皆様の一層のご支
援・ご協力をお願い申し上げま
すとともに、皆さまのご健勝・
ご繁栄を祈念いたしまして、年
頭のご挨拶といたします。

　謹んで新年のお慶びを申し
上げます。
　初めに、昨年3月11日に発生
した東日本大震災をはじめ、相
次ぐ台風の上陸によりまして
大きな被害が生じました。亡く
なられた方々に対しまして、ご

冥福をお祈り申し上げますと
ともに、被災地の一日も早い復
興をお祈り申し上げます。
　さて、昨年は、強いユーロを
背景に、経済的な実力に不釣り
合いな多額の海外向け国債発
行で成長していたギリシャ経
済が破綻に追い込まれました。
　このことは、世界経済を震撼
させ、リーマンショック再来と
まで言われるような危機的状
況にあり、日本経済にも大きな
影響を与えております。
　また、アラブ諸国では、現政
権に対する「アラブの春」の嵐
が、他の地域にも広がりを見せ
ております。
　そのように、世界が揺れ動く
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ます。会社も、団体も、そし
て行政もこうした状況を一
刻も早く打破しなければ
と，懸命に取り組んでいる
もののまだ曙光は見えませ
ん。しかし、一方で大震災、
台風、集中豪雨、そして、豪
雪、口蹄疫被害など地域を
襲う様々な災厄に際して、
地域を守る建設業という姿
が明確になってきました。
この姿を的確に国民に伝
え、建設業への共感を拡げ
ていく、そして建設業界の
取組を後押しする大きな力
にしていく、今年の重要な
取組課題になりそうです。
　当基金は、行政と連携し
て建設業の構造改善と振興
を幅広く応援する唯一の専
門組織として、昭和50年の
設立以来、各種事業に取り
組んで参りました。建設業
界が大きな危機に直面して
いるさなか、当基金は一般
財団法人への移行という大
きな転機を迎えます。この

機に、建設業界へのお役立
ち度を倍増させるという目
標を掲げ、建設業振興基金
「C&C（変化と挑戦）2012」
という取組を昨年より進め
ています。
　①下請セーフティーネッ
ト債務保証等の金融支援事
業　②各種の構造改善事業
　③CI-NETの普及等によ
る情報化推進事業　④建設
業経理士検定試験等経営力
向上の支援　⑤建築及び電
気工事施工管理技術検定試
験や監理技術者講習等技術
力向上の支援等基金の事業
を原点に返って点検し見直
すこと、建設業振興の専門
家として職員のスキルと知
見を高める事など建設業振
興基金のパワーアップに今
年は本格的に取り組んで参
ります。
　最後に、皆様のご多幸と
ご健勝を祈念申し上げまし
て年頭の挨拶とさせていた
だきます。

　明けましておめでとうご
ざいます。
　平成24年の新春を迎え謹
んでお慶び申し上げます。
　昨年は、地域社会や暮ら
しの基盤と絆を根こそぎ
破壊した「東日本大震災」
の惨事を目の当たりにし
て、私たち日本人がその生
き方を根本から問われた
年でした。そして、リーマ
ンショックからようやく
立ち直りかけた日本経済
は内外の災害やEUの深刻

な財政・金融危機のあおり
を受け再び将来への不透
明性を増しています。
　迎えた新しい年も、被災
地の復興と先の見えない原
発事故への対応は待ったな
しであり、経済の再生、社会
保障と税の一体改革、TPP
への参加問題など難題山積
です。私たち日本人が心を
一つにして課題に立ち向か
い、今年こそ一歩ずつ未来
に展望が開けていく最初の
年にしたいものだと願って
おります。
　建設業界とりわけ地域の
建設業界は、仕事をとれば
とるほど身が細り、職人さ
んたちの労働条件や賃金も
ますます悪くなってくとい
う悲惨な状況に苦しんでい

き進めて行く中で、前払保

証事業が公共事業の円滑な

施工に寄与できるよう、よ

り一層努力する所存でござ

います。

　一方、わが国経済は長引

く円高に加えまして、昨年

の欧州債務危機等が抜本的

な解決に至っていない事等

により、依然、景況感が改

善しつつあるという実感を

得るには遠いものがありま

す。

　公共工事の前払保証事業

におきましても、国の公共

事業費が減少し、自治体の

建設投資にも大きな影響が

及ぶ中、秋田支店の上半期

末の保証実績は、請負金額

ベースで対前年度比マイナ

ス16.7％と低調な結果とな

りました。

　よって、この第4四半期

以降におきましては、昨年

の2011年度当初予算の公共

事業関係費5％の執行留保

の解除、並びに第3次補正

予算が成立した後の、早期

事業化、執行拡大が強く望

まれるものでございます。

　弊社としても、引き続き

前払金制度の利用拡大に向

けた活動をさせていただく

と共に、「地域建設業経営

強化融資制度」や「下請債

権保全支援事業」等へも積

極的に対応していく所存で

ございますので、貴協会、

並びに会員の皆様からの、

さらなるご支援、ご協力を

賜りますよう何卒宜しくお

願い申し上げます。

　最後に、本年が皆様にと

って良い年になりますよう

心から祈念申し上げ、新春

の挨拶にかえさせていただ

きます。

　謹んで新春のお慶びを申

し上げます。

　貴協会、並びに会員の皆

様には、平素より前払金保

証・契約保証事業、子会社

の㈱建設経営サービスの事

業等に対し、格別のご協力

、ご高配を賜り心から御礼

申し上げます。

　昨年は、本県におきまし

ても6、7月末や8月中旬の

大雨などで多くの被害を受

けた年でした。

このような自然災害に対し

ては、爾後の復旧活動が早

期に求められる事は言うま

でもありませんが、地場の

建設企業の皆様が、その地

域に精通しているからこそ

迅速な対応ができたという

ことを、地域住民の方にも

再認識して頂く事ができた

年だったと思います。

　今後も、河川・道路整備

や災害に強い高速道路網・

港湾の整備等を加速化する

ことが、大震災の教訓を踏

まえた、強い国土づくりの

一環としても大変重要だと

思いますし、インフラの維

持管理や除雪なども引き続

列島と言われながら脆弱な防災
体制や、太平洋側に集中した基
盤整備のもたらすリスク、高速
道路ネットワークの必要性な
ど、多くの問題が浮き彫りにな
りました。この大震災を教訓に
災害に強い国土づくりが急がれ
ると思われます。
　昨年10月25日に秋田で開催
された東北ブロック会議におい
ては、災害復旧予算の確保と共
に、災害に強い国土基盤の整備
や、建設産業の衰退に伴う「災害
対応空白地域」拡大の懸念、若者
に魅力ある建設産業の構築、入
札契約制度の適正化など、今後
の建設産業の重要な課題につい

て7項目の提案が議題となり、
活発な議論が行われました。
　建設業は地域の経済、雇用を
支える重要な基幹産業であり、
安全で健全な社会生活が維持さ
れる上で必要不可欠な産業であ
ります。社会に貢献し、信頼され
る産業として発展することを目
指し、本年も業界一体となって、
山積する問題の解決に取り組ん
で参りたいと思います。
　関係各位の皆様の一層のご
支援、ご協力をお願い申し上
げますと共に、皆様のご健
勝、ご多幸を心よりご祈念い
たしまして年頭のご挨拶とい
たします。

　平成24年の年頭にあたり謹
んで新春のお慶びを申し上げ
ます。
　昨年は1月の豪雪や全国各地
での水害、そして1000年に1
度と言われる未曾有の被害を

もたらした3月11日の東日本
大震災と、歴史に残る大災害
の年となりました。今なおそ
の爪あとは大きく、被災され
た皆さんには改めてお見舞い
を申し上げると共に、一日も
早く復旧が進むことを祈らず
にはいられません。
　被災地においては多くの建
設業者が自ら被災を受けている
にもかかわらず、発生直後より
昼夜にわたり応急復旧対応に力
を尽くしました。災害時に地域
に根ざした建設業者の存在がい
かに重要なものか、改めて認識
されたと思います。
　また今回の震災により、災害

副会長

加　藤　憲　成

地の地元建設業界が果たした
役割は非常に大きなものがあ
りました。それには、事前に防
災協定を結ぶなどの日頃の備
えが大事であることは勿論、防
災訓練を机上だけではなく、緊
急態勢での輸送路の確保、管内
のブロック分け、物流の備蓄な
ど、実際を想定した対策が必要
であり、秋田県にとっても急務
であります。
　しかし、公共事業の減少で競
争が激化したことにより経営
環境が困難になり、十分な人員
や建設機械の確保等、緊急時の
迅速な対応が懸念されるよう
な現状ですが、県内の協会8支
部が協力体制をつくっていく
ことが重要です。
　さて、今年は辰年。龍は十二
支の中で唯一想像上の動物で、
吉兆や祥瑞を表わす縁起の良
いものとされています。天変地
異が起きやすく「再生」や「復
興」に縁があると言われる卯年

から、「物みな生ず」の辰年へ。
今年は、新しい国の形を整える
ためにさまざまなことが生じ
るそうです。「登り竜」にあや
かってぜひとも良い年にした
いものです。
　最後に、故松下幸之助氏の言
葉を添えます。

自己中心的な考えをしていて
は相手を理解することは出来
ない。
理解のないところに協調は生
まれず、ともに助け合い、力を
合わせなければ、さらなる発展
は望めない。
みんなが理解、協調、協力し
合ってこそお互いの繁栄が実
現できるのである。

　協会会員の皆様には「安全第
一」を心がけていただき、無事故・
無災害の明るい一年であります
よう、併せて皆様の御健康と御
多幸をお祈り申し上げます。

　新年あけましておめでとう
ございます。謹んで新春のお慶
びを申し上げます。
　昨年はまさに激動とも言え
る一年でした。
　世界経済を見ますと、アラブ
諸国の民主化運動、EUの金融
危機、米国債の格下げや異常な
円高など、懸案が山積してお
り、日本経済、ひいては地方経
済への影響が危惧されます。
　一方、我が国では、豪雪や台
風、集中豪雨など多くの自然災
害に見舞われました。とりわけ

3月11日に発生した「東日本大
震災」では多くの尊い人命が失
われ、未だに数千人もの方が行
方不明になっております。被災
された皆様に心からお悔やみ
とお見舞いを申し上げます。
　被災から一年近くが経過し
ようとする中、福島の原発の放
射能汚染は収束が見えず、また
津波による被災地の復興も一
向に進んでおりません。本県で
は、“東北は一つ”のスローガン
の下に、被災地の復興への支援
協力を申し出ておりましたが、
このたび、被災地のがれきの受
け入れを前提に岩手県と協議
にはいりました。震災特需と言
われておりますが、我が秋田県
も景気が上向くよう、県当局の
一層の御指導をお願いしたい
ものです。
　また、震災直後、国の要請に
より、自衛隊や消防等救助隊の
ために迅速に啓開作業を行い
道路の確保に努めるなど、被災

副会長

菅　　　良　弘

中、わが国でも、東日本大震災
や福島原発の問題さらには台
風等による豪雨災害が発生す
るなど、まさに災害列島の一年
でした。
　県内でも、豪雪や豪雨災害の
ほか竜巻に見舞われるなど被
害も甚大でした。
　そのような中、政府は、東日
本大震災の影響を考慮し、公共
事業費の大幅な増額補正など
により、対応を考えております
が、未だにがれき処理にさえ難
航している状況にあります。
　必要な時に、必要な道路がつ
ながっていることがどれほど
大切であるか思い知らされま
したし、国民生活や経済社会活

動を支えるためには、地方が必
要とする道路整備を確実に進
めていく必要があると思いま
す。
　地方の経済は、公共事業の投
資・拡大なくしては、他の経済
への波及・拡大もないと考えて
おります。
　現政権の政策を期待し、本年
も関係各位皆様の一層のご支
援・ご協力をお願い申し上げま
すとともに、皆さまのご健勝・
ご繁栄を祈念いたしまして、年
頭のご挨拶といたします。

　謹んで新年のお慶びを申し
上げます。
　初めに、昨年3月11日に発生
した東日本大震災をはじめ、相
次ぐ台風の上陸によりまして
大きな被害が生じました。亡く
なられた方々に対しまして、ご

冥福をお祈り申し上げますと
ともに、被災地の一日も早い復
興をお祈り申し上げます。
　さて、昨年は、強いユーロを
背景に、経済的な実力に不釣り
合いな多額の海外向け国債発
行で成長していたギリシャ経
済が破綻に追い込まれました。
　このことは、世界経済を震撼
させ、リーマンショック再来と
まで言われるような危機的状
況にあり、日本経済にも大きな
影響を与えております。
　また、アラブ諸国では、現政
権に対する「アラブの春」の嵐
が、他の地域にも広がりを見せ
ております。
　そのように、世界が揺れ動く
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連続で前年度比マイナス
となっておりますが、公
共事業の必要性が認めら
れ、整備新幹線等の目玉
政策は復活することにな
り、今後一般公共事業も
民主党政権前の水準に復
活することを願うもので
あります。

　さて、東日本大震災を
踏まえた社会資本整備の
あり方でありますが、2万
人に近い死者・行方不明
者からなる人的被害と約
17兆円の経済損失を鑑み
ると、千年に一度等の極
端に低い頻度の災害で
あっても、人命に関わる
施設については既往最大
にする等、技術基準の見
直しが必要であると思わ
れます。又、災害時の道
路・港湾等における補完
的交通網の整備も重要で
はないでしょうか。

　公共事業の予算削減に
より事業量が減少してい
る本県としては、積極的
に震災復興支援に寄与し
たいものと考えておりま

すが、被災地に東北地方
の各県企業が等しく参入
出来る制度の取り組み
等、要望して参りたい考
えております。
　また、企業の安定的経
営が危ぶまれている状況
下、雇用の確保、地方経
済の活性化、地域の安全
安心を担う我が業界は、
技術力や経営力を強化し
つつ、発注者に対して、
対等で適正な利潤を確保
できる公共調達制度の確
立について提案行動を展
開すると共に、業界再編
や遊休農地の活用及び路
網整備を含めた森林管理
業務等農林業などへの新
分野進出も含め、業界の
発展を図るため、皆様と
共に一致団結してこの難
局を乗り越えて行かなけ
ればならないものと考え
ております。

　会員の皆様の一層のご
協力とご支援をお願い申
し上げますと共に、皆様
のご健勝とご繁栄をお祈
り申し上げまして、年頭
のご挨拶といたします。

　新年明けましておめで
とうございます。
　平成24年の年頭にあた
り、謹んで新春のお慶びを
申し上げます。
　昨年6月の総会で支部長
を拝命致しました。微力で
はございますが本・支部協
会の運営と業界発展のた
め、協会員への特段の配慮
を心掛けて職務を遂行する
所存であります。

　さて昨年を顧みます
と、リーマンそしてドバ
イショックからなる世界
恐慌からようやく立ち直

りかけた3月11日、1143
年前の貞観地震の再来と
される東日本大震災によ
り壊滅的な被害を受け、
更に欧州発の財政危機に
も見舞われ、デフレ、円
高、株安、財政赤字等と
相変わらず経済不況は続
いております。
　このため国は、震災復
旧・復興を中心とする3次
にわたる補正予算を公共事
業費2.8兆円を含む18.1兆
円の成立を図り、更に欧州
の財政問題及び農業のTPP
対策費や円高で、景気の落
ち込みを防ぐため約2.5兆
円の第4次補正予算案の編
成を進めているところであ
ります。
　又、県も国の第3次補正予
算の成立を受け、12月県議
会に、114億円を追加提出
しましたが、主に、道路や
山林の防災対策に関る公共
事業費からなっております
ので、疲弊している地域経
済の下支えの効果を大いに
期待しているところであり
ます。
　2012年度予算の公共事
業関係費については、3年

フラ整備の復旧は当初予
想を上回るスピードで回
復させたほか、夏場の節電
要請等に対しても、各企業
の操業体制の見直しなど
により、大幅な遅れが無く
何とか乗り切ること
ができました。現在では、
円高などの影響こそある
ものの、震災前の経済水準
までに回復し、震災による
供給力低下の影響は解消
されているようですが、被
災地や原発事故周辺
地域では依然として厳し
い状況にご苦労されてい
る方々が多いことを忘れ
るわけにはいきません。
　特に今年は「復興元年」
と位置づける重要な年で
もあり、復興需要が本格化
するなかで、
引き続き内需拡大も要で
すが、もっとも重要なのは
私ども建設産業が携わる
インフラ整備であると思
います。被災地域における
災害に強い街づくりや道

路整備も重要なことでは
ありますが、このたびの震
災で大いに代替活用、また
は見直された日本海側に
ある都道府県のインフラ
整備も必要であると考え
ます。
　9月に発足した野田新政
権も、前政権同様に少し足
踏み感のある政権に見受
けられます。
　新年の景気回復スピー
ドが緩やかなものにとど
まること無く、今年の干支
である「辰」と同じく「登竜
門」という語源があるよう
に、竜の如く翔けつづけて
成長を実感していくため
にも、社会資本整備への確
実、継続的な投資を図って
いただきたいものであり
ます。
　最後になりましたが、今
年一年、会員並びに関係各
位の皆様のご健勝とご繁
栄を祈念いたしまして、年
頭のご挨拶といたします。

　謹んで新春のお慶びを
申し上げます。
　皆さんの記憶の中にも
まだ新しいものと思われ
ますが、過去最大級となっ
たあの東日本大震災の発
生から早9ヶ月が過ぎ、被
災した各地域または被害
を受けられた関係各位の
皆様には1日も早い復旧・
復興がなされますよう節
に願うばかりであります。
　また、本年は皆様方に
とって健やかに一年を迎
えることができるように
したいもので

あります。
　さて、昨年を振り返りま
すと、年初には足踏み感を
伴いつつも緩やかな景気
回復軌道にあった日本経
済でしたが、3月11日の大
震災により状況が一変し、
経済活動は大きく
停滞しました。震災による
流通経路網の寸断・工場被
災等により、供給がストッ
プした他、
被害の小さかった地域で
も物資の不足や停電によ
り、生産・製造ラインも停
止に陥る例が
続出しました。さらに震災
後の各地での自粛ムード
の高まりは、とりわけ個人
消費が冷え込む原因にも
なりました。
　そのような現状のなか
でも、我が国企業の底力、
または地域の団結力は大
いに発揮されました。特に
建設産業界においては、被
災地への資機材・燃料の搬
入を始め、道路などのイン

し復興の基盤づくりに役立

つことを願いたいものです。

　さて、建設産業は地域密着

型の基幹産業であり雇用創

出など欠かせないものであ

りますが、近年は公共事業の

激減により競争が激化する

ことにより、経営困難を強い

られ、人員整理、倒産と建設

産業が危機的状況に直面し

ております。

　政府は24年度の公共事業

費を6.6％増を決定しまし

た。

　復興費とは別枠となって

おり多少なりとも公共事業

投資の重要性に理解を示し

ていただき、日本経済、地方

経済の起爆剤となってくれ

るものと期待したいもので

す。

　今、世界経済はアラブ諸国

の民主化運動、EUの金融危

機、米国債の格下げや長引く

円高により日本経済の安定

化が計れず危惧されます。

　公共事業の投資なくして

は、日本経済ひいては、地方

経済へ与える影響は計り知

れないものがあり、現政権へ

の政策に期待したいと思い

ます。

　業界の危機的状況は、まだ

まだ厳しく会員一同が一丸

となり難局を乗り越え、来た

る平成24年が安全・安心で

暮らせる一年でありますよ

うお祈り申し上げ新年の祝

詞としたいと思います。

　新年あけましておめでと

うございます。

　平成24年の年頭にあたり

謹んで新春のお慶びを申し

上げます。

　昨年は、豪雪、三月には未

曾有の東日本大震災と台風、

集中豪雨など多くの自然災

害に見舞われ、それに追い打

ちをかけ福島原発事故、いま

だ収束の目処すら立ってい

ない放射能汚染とまさに激

動の一年でありました。

　津波による被災地の復興

も思うように進まず、私ども

業界においても何か出来る

ことがないか暗中模索しな

がらもただただ一日も早い

復興を願わずにはいられま

せんでした。

　未だ多数の行方不明者が

おり、被災された皆様に心よ

りお悔やみとお見舞いを申

し上げる次第です。

　今、復興の妨げとなってい

るがれき処理、東北全体が率

先して総力を挙げ立ち向か

い痛みを共有しなければい

けない課題があります。

　本県においては、受け入れ

態勢を表明したものの未だ

実行されず一刻も早く決断

は、昨年１１月に能代港
が、国土交通省より「拠点
化形成促進港」に選定さ
れ、秋田県は、港湾背後の
リサイクル産業の発展戦
略を推進する上で、能代港
が物流拠点機能を発揮す
ることが重要であり、官民
が一体となって能代港の
利用促進と機能強化に努
めていくことと、「二ツ井
白神ＩＣ～あきた北空港」
間の県道について、自動車
専用道路化の事業に着手
する方針を示しておりま
す。また、国土交通省も、日
本海沿岸東北自動車道の
未着手部分である同区間
の中で、二ツ井今泉道路に
ついて社会資本整備審議
会での審議も終了し、事業
着手が見込まれる等、県北
地域の長年の願いがいよ
いよ実現しつつあります。
これらの事業の実現は、救
急医療・防災・広域観光の
分野において地域経済・雇
用の安定へも寄与するも
のであり、是非とも早期着

手されるよう期待してお
ります。
公益法人制度改革に伴い、
当協会は今年４月１日よ
り一般社団法人へ移行す
る予定ですが、この制度改
革の趣旨に沿って業界を
取り巻く状況に対応しつ
つ、建設業協会を継続的に
発展していく組織にする
ためには、現在の組織・事
業・財政の縮小を図る等、
抜本的な改革を進めなけ
ればなりません。その第一
歩として、経常経費節減の
ための会館の移転、現在の
会館の解体と不動産利活
用に取り組みながら、会員
一同が一丸となってこの
苦境を乗り越えていかな
ければならないと思って
います。
最後に、今年こそは建設業
界にとっても明るい年と
なることを願い、また皆様
方のご繁栄とご健勝をお
祈り申し上げ、新年のご挨
拶と致します。

　新年あけましておめで
とうございます。平成２４
年の年頭にあたり、謹んで
新春のお慶びを申し上げ
ます。
昨年を振り返りますと、正
月明けから日本列島は記
録的な大雪に見舞われ、秋
田県でも観測史上最大の
積雪量を記録し、豪雪に
よって交通機関やライフ
ラインは大混乱となりま
した。そして３月１１日に
発生した東日本大震災は、
特に東北地方・関東地方の
太平洋沿岸部に壊滅的被

害をもたらしました。被災
された方々にお見舞いを
申し上げますとともに、一
刻も早い復旧・復興がなさ
れますよう心からお祈り
申し上げます。
また、９月には台風２１号
によって紀伊半島で豪雨
災害が発生する等、全国的
に自然災害が相次ぎ、災害
の恐怖や国土のひ弱さを
改めて思い知らされ、日本
の地形が災害の発生しや
すい条件にありながら、そ
れらの災害に対する備え
が不十分なものであった
ことを痛感させられた一
年でありました。この現状
と国土保全の観点からも、
現政権が掲げてきた「コン
クリートから人へ」ではな
く、自然災害に強い、地域
住民が安全・安心に暮らせ
る地域づくりのため、公共
事業予算の大幅な増額が
議論されるべきであると
思います。
一方、明るいニュースもあ
りました。当管内に於いて
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連続で前年度比マイナス
となっておりますが、公
共事業の必要性が認めら
れ、整備新幹線等の目玉
政策は復活することにな
り、今後一般公共事業も
民主党政権前の水準に復
活することを願うもので
あります。

　さて、東日本大震災を
踏まえた社会資本整備の
あり方でありますが、2万
人に近い死者・行方不明
者からなる人的被害と約
17兆円の経済損失を鑑み
ると、千年に一度等の極
端に低い頻度の災害で
あっても、人命に関わる
施設については既往最大
にする等、技術基準の見
直しが必要であると思わ
れます。又、災害時の道
路・港湾等における補完
的交通網の整備も重要で
はないでしょうか。

　公共事業の予算削減に
より事業量が減少してい
る本県としては、積極的
に震災復興支援に寄与し
たいものと考えておりま

すが、被災地に東北地方
の各県企業が等しく参入
出来る制度の取り組み
等、要望して参りたい考
えております。
　また、企業の安定的経
営が危ぶまれている状況
下、雇用の確保、地方経
済の活性化、地域の安全
安心を担う我が業界は、
技術力や経営力を強化し
つつ、発注者に対して、
対等で適正な利潤を確保
できる公共調達制度の確
立について提案行動を展
開すると共に、業界再編
や遊休農地の活用及び路
網整備を含めた森林管理
業務等農林業などへの新
分野進出も含め、業界の
発展を図るため、皆様と
共に一致団結してこの難
局を乗り越えて行かなけ
ればならないものと考え
ております。

　会員の皆様の一層のご
協力とご支援をお願い申
し上げますと共に、皆様
のご健勝とご繁栄をお祈
り申し上げまして、年頭
のご挨拶といたします。

　新年明けましておめで
とうございます。
　平成24年の年頭にあた
り、謹んで新春のお慶びを
申し上げます。
　昨年6月の総会で支部長
を拝命致しました。微力で
はございますが本・支部協
会の運営と業界発展のた
め、協会員への特段の配慮
を心掛けて職務を遂行する
所存であります。

　さて昨年を顧みます
と、リーマンそしてドバ
イショックからなる世界
恐慌からようやく立ち直

りかけた3月11日、1143
年前の貞観地震の再来と
される東日本大震災によ
り壊滅的な被害を受け、
更に欧州発の財政危機に
も見舞われ、デフレ、円
高、株安、財政赤字等と
相変わらず経済不況は続
いております。
　このため国は、震災復
旧・復興を中心とする3次
にわたる補正予算を公共事
業費2.8兆円を含む18.1兆
円の成立を図り、更に欧州
の財政問題及び農業のTPP
対策費や円高で、景気の落
ち込みを防ぐため約2.5兆
円の第4次補正予算案の編
成を進めているところであ
ります。
　又、県も国の第3次補正予
算の成立を受け、12月県議
会に、114億円を追加提出
しましたが、主に、道路や
山林の防災対策に関る公共
事業費からなっております
ので、疲弊している地域経
済の下支えの効果を大いに
期待しているところであり
ます。
　2012年度予算の公共事
業関係費については、3年

フラ整備の復旧は当初予
想を上回るスピードで回
復させたほか、夏場の節電
要請等に対しても、各企業
の操業体制の見直しなど
により、大幅な遅れが無く
何とか乗り切ること
ができました。現在では、
円高などの影響こそある
ものの、震災前の経済水準
までに回復し、震災による
供給力低下の影響は解消
されているようですが、被
災地や原発事故周辺
地域では依然として厳し
い状況にご苦労されてい
る方々が多いことを忘れ
るわけにはいきません。
　特に今年は「復興元年」
と位置づける重要な年で
もあり、復興需要が本格化
するなかで、
引き続き内需拡大も要で
すが、もっとも重要なのは
私ども建設産業が携わる
インフラ整備であると思
います。被災地域における
災害に強い街づくりや道

路整備も重要なことでは
ありますが、このたびの震
災で大いに代替活用、また
は見直された日本海側に
ある都道府県のインフラ
整備も必要であると考え
ます。
　9月に発足した野田新政
権も、前政権同様に少し足
踏み感のある政権に見受
けられます。
　新年の景気回復スピー
ドが緩やかなものにとど
まること無く、今年の干支
である「辰」と同じく「登竜
門」という語源があるよう
に、竜の如く翔けつづけて
成長を実感していくため
にも、社会資本整備への確
実、継続的な投資を図って
いただきたいものであり
ます。
　最後になりましたが、今
年一年、会員並びに関係各
位の皆様のご健勝とご繁
栄を祈念いたしまして、年
頭のご挨拶といたします。

　謹んで新春のお慶びを
申し上げます。
　皆さんの記憶の中にも
まだ新しいものと思われ
ますが、過去最大級となっ
たあの東日本大震災の発
生から早9ヶ月が過ぎ、被
災した各地域または被害
を受けられた関係各位の
皆様には1日も早い復旧・
復興がなされますよう節
に願うばかりであります。
　また、本年は皆様方に
とって健やかに一年を迎
えることができるように
したいもので

あります。
　さて、昨年を振り返りま
すと、年初には足踏み感を
伴いつつも緩やかな景気
回復軌道にあった日本経
済でしたが、3月11日の大
震災により状況が一変し、
経済活動は大きく
停滞しました。震災による
流通経路網の寸断・工場被
災等により、供給がストッ
プした他、
被害の小さかった地域で
も物資の不足や停電によ
り、生産・製造ラインも停
止に陥る例が
続出しました。さらに震災
後の各地での自粛ムード
の高まりは、とりわけ個人
消費が冷え込む原因にも
なりました。
　そのような現状のなか
でも、我が国企業の底力、
または地域の団結力は大
いに発揮されました。特に
建設産業界においては、被
災地への資機材・燃料の搬
入を始め、道路などのイン

し復興の基盤づくりに役立

つことを願いたいものです。

　さて、建設産業は地域密着

型の基幹産業であり雇用創

出など欠かせないものであ

りますが、近年は公共事業の

激減により競争が激化する

ことにより、経営困難を強い

られ、人員整理、倒産と建設

産業が危機的状況に直面し

ております。

　政府は24年度の公共事業

費を6.6％増を決定しまし

た。

　復興費とは別枠となって
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投資の重要性に理解を示し

ていただき、日本経済、地方

経済の起爆剤となってくれ

るものと期待したいもので

す。
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経済へ与える影響は計り知

れないものがあり、現政権へ

の政策に期待したいと思い

ます。

　業界の危機的状況は、まだ

まだ厳しく会員一同が一丸

となり難局を乗り越え、来た

る平成24年が安全・安心で

暮らせる一年でありますよ

うお祈り申し上げ新年の祝

詞としたいと思います。

　新年あけましておめでと

うございます。

　平成24年の年頭にあたり

謹んで新春のお慶びを申し

上げます。

　昨年は、豪雪、三月には未

曾有の東日本大震災と台風、

集中豪雨など多くの自然災

害に見舞われ、それに追い打

ちをかけ福島原発事故、いま

だ収束の目処すら立ってい

ない放射能汚染とまさに激

動の一年でありました。

　津波による被災地の復興

も思うように進まず、私ども

業界においても何か出来る

ことがないか暗中模索しな

がらもただただ一日も早い

復興を願わずにはいられま

せんでした。

　未だ多数の行方不明者が

おり、被災された皆様に心よ

りお悔やみとお見舞いを申

し上げる次第です。

　今、復興の妨げとなってい

るがれき処理、東北全体が率

先して総力を挙げ立ち向か

い痛みを共有しなければい

けない課題があります。

　本県においては、受け入れ

態勢を表明したものの未だ

実行されず一刻も早く決断

は、昨年１１月に能代港
が、国土交通省より「拠点
化形成促進港」に選定さ
れ、秋田県は、港湾背後の
リサイクル産業の発展戦
略を推進する上で、能代港
が物流拠点機能を発揮す
ることが重要であり、官民
が一体となって能代港の
利用促進と機能強化に努
めていくことと、「二ツ井
白神ＩＣ～あきた北空港」
間の県道について、自動車
専用道路化の事業に着手
する方針を示しておりま
す。また、国土交通省も、日
本海沿岸東北自動車道の
未着手部分である同区間
の中で、二ツ井今泉道路に
ついて社会資本整備審議
会での審議も終了し、事業
着手が見込まれる等、県北
地域の長年の願いがいよ
いよ実現しつつあります。
これらの事業の実現は、救
急医療・防災・広域観光の
分野において地域経済・雇
用の安定へも寄与するも
のであり、是非とも早期着

手されるよう期待してお
ります。
公益法人制度改革に伴い、
当協会は今年４月１日よ
り一般社団法人へ移行す
る予定ですが、この制度改
革の趣旨に沿って業界を
取り巻く状況に対応しつ
つ、建設業協会を継続的に
発展していく組織にする
ためには、現在の組織・事
業・財政の縮小を図る等、
抜本的な改革を進めなけ
ればなりません。その第一
歩として、経常経費節減の
ための会館の移転、現在の
会館の解体と不動産利活
用に取り組みながら、会員
一同が一丸となってこの
苦境を乗り越えていかな
ければならないと思って
います。
最後に、今年こそは建設業
界にとっても明るい年と
なることを願い、また皆様
方のご繁栄とご健勝をお
祈り申し上げ、新年のご挨
拶と致します。

　新年あけましておめで
とうございます。平成２４
年の年頭にあたり、謹んで
新春のお慶びを申し上げ
ます。
昨年を振り返りますと、正
月明けから日本列島は記
録的な大雪に見舞われ、秋
田県でも観測史上最大の
積雪量を記録し、豪雪に
よって交通機関やライフ
ラインは大混乱となりま
した。そして３月１１日に
発生した東日本大震災は、
特に東北地方・関東地方の
太平洋沿岸部に壊滅的被

害をもたらしました。被災
された方々にお見舞いを
申し上げますとともに、一
刻も早い復旧・復興がなさ
れますよう心からお祈り
申し上げます。
また、９月には台風２１号
によって紀伊半島で豪雨
災害が発生する等、全国的
に自然災害が相次ぎ、災害
の恐怖や国土のひ弱さを
改めて思い知らされ、日本
の地形が災害の発生しや
すい条件にありながら、そ
れらの災害に対する備え
が不十分なものであった
ことを痛感させられた一
年でありました。この現状
と国土保全の観点からも、
現政権が掲げてきた「コン
クリートから人へ」ではな
く、自然災害に強い、地域
住民が安全・安心に暮らせ
る地域づくりのため、公共
事業予算の大幅な増額が
議論されるべきであると
思います。
一方、明るいニュースもあ
りました。当管内に於いて
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  村　岡　淑　郎

年 頭 所 感

　新年明けましておめでとうございます。
年頭にあたり謹んでご挨拶を申し上げます。

　2011年5月会長に就任以来、会員をはじめ
関係各位におかれましては、本会の事業運営
に格別のご支援、ご協力を賜りましたことに
心から厚くお礼申し上げる次第であります。

　昨年を振り返ってみますと、豪雪、東日本
大震災、豪雨など自然の猛威にことごとく翻
弄された年であったと痛感する次第であり

ます。
　しかしながら、自然の力に翻弄された一
方、世界各国からの大震災への支援や国内の
善意の輪の広がりなど東北の一員として心
から感謝を申し上げるとともに敬意を表す
る次第であります。
　また、「がんばろう東北！東北は一つ！」を
スローガンに支援を継続している人々の
「絆」の強さを実感し、今こそ、地域建設業が
担っている役割を十分果たすべく決意を新
たにしたところでありました。

　建設産業界にとって2012年は、国の公共
事業予算や地方公共団体の財政事情など不
透明なところから、依然として『量』の問題は
解消されてそうに無い状況であり、厳しさが
予想されますが、取り巻く環境の変化や社会
のニーズに対応するため、本会は、従前にも
まして、基幹産業である総合建設業の事業主
団体としての役割を果たしてまいる所存で
あります。
　特に、大震災では、秋田県をはじめ日本海
側のインフラの代替利用が検証されたとこ
ろから、国土の一体的な発展と多重性は必須
であり、港湾や高速道路等のインフラの早期

　謹んで新春のお喜びを

申し上げます。

　昨年は村岡新会長の下、

新執行部体制による本会

の事業運営が、概ね計画ど

おり順調に推移致してお

り、これも偏に会員をはじ

め関係各位のご協力、ご支

援の賜物と心から厚くお

礼申し上げます。

　一般社団法人への移行

については、新年度から新

法人としてスタートする

予定であります。

　新法人移行に伴い、正会

員は、総合建設業者が県内

で組織する法人又は団体

（現在の支部）を想定して

おり、現定款上の会員は、

正会員の構成会員という

スタンスとなり、呼称が変

わりますが、従前と変わら

ぬ事業運営、スケールメ

リットの共有、情報・サー

ビスの提供を実行して参

る所存であります。ご理解

とご協力を切にお願い申

し上げます。

また、新年度からは、各支

部の一般社団法人への移

行認可申請へのご支援、ご

協力を積極的に進めて参

る所存であります。

　新しい年は、建設業界に

とって好転を予測する要

因が不透明でありますが、

技術と経営に優れた建設

業が、地域に必要不可欠で

あることは不変でありま

す。

　地域社会への貢献度の

高い建設業が維持・継続で

きる環境づくり事業を中

心にサポートして参る所

存であります。

　会員をはじめ関係各位

のご支援・ご鞭撻のほどよ

ろしくお願い申し上げま

す。

　それぞれが思い描いた

豊かな建設業の実現を目

指す一年なることをご祈

念申し上げ新年の挨拶と

いたします。

　平成24年の新春を迎え、

謹んで年頭のご挨拶を申

し上げます。

昨年３月１１日に発生し

た東日本大震災は、多くの

尊い人命を奪ったばかり

でなく、地域の人々の暮ら

しを支えてきたあらゆる

生活基盤にも甚大な被害

をもたらしました。震災発

生後まもなく１年を迎え

ようとしておりますが、長

年住み慣れた故郷を離れ、

見知らぬ土地での生活を

余儀なくされた方々が多

数おいでになるなど、今も

なお厳しい現実が続いて

おります。改めてお亡くな

りになられた方々に深く

哀悼の意を表しますとと

もに、被災された皆様に心

からのお見舞いを申し上

げます。

さて、この震災は我が国の

国土整備計画にも大きな

影響を与えることになり

ました。これまでは、太平

洋側を中心にインフラ整

備がおこなわれたため、被

災地の救援活動や東北地

方の物流等の確保が困難

となり、住民生活や経済活

動に大きな支障をきたし

ました。今後の復興計画に

おいて、日本海側の国土軸

が重要性を増してきてお

りますし、私ども建設業協

会でも声を大にして日本

海側のインフラ整備の遅

れを訴えていかなければ

なりません。また、国民の

防災意識は高揚しつつあ

り、それに携わる建設業も

再評価され始めたと感じ

ております。建設業界は、

公共事業の縮小や受注競

争の激化に、日本経済の低

迷が加わり業界を取り巻

く経営環境は難局に直面

しております。しかしなが

ら、災害時の応急や復旧活

動の中核的存在として、国

民生活を守り、日本の社会

資本整備を担い、国と地域

の発展と安全を守ってい

ます。それ故に建設企業が

このような重要な役割を

維持、継続するためには、

健全で安定した経営が不

可欠であります。被災地で

復興計画の策定が予定通

り進めば、今年から復旧・

復興工事が本格化してま

いります。今こそ建設業の

真価を問われるときであ

り、日本の復興に向け、会

員一丸となって最大限の

努力をし、必要とされる建

設業を目指してまいりた

いと思います。

　結びに、本年も会員各位

をはじめ関係者の皆様の

一層のご協力とご支援を

お願い申し上げますとと

もに、皆様の益々のご健勝

とご繁栄をお祈り申し上

げまして、年頭のご挨拶と

いたします。・ご協力をお

願い申し上げますととも

に、皆様のご健勝・ご繁栄

を祈念いたしまして、年頭

の挨拶といたします。

整備・高度化について関係機関等へ強力に提
言して参る所存であります。

　また、地域に必要な建設産業が維持・継続
され、基幹産業としての役割を果たすため、
資源である人材の確保・育成をはじめ技術の
伝承について集中と選択のもとに自主的な
取り組みを総合的にサポートするとともに、
入札・契約制度への適切な対応、品質確保と
安全施工に努めながら温室効果ガスの削減
や環境にやさしい工事・サービスを提供でき
る建設産業を目指すための意識改革と構造
改革推進への環境づくり事業を展開して参
る所存であります。

　さらには、大震災への復興支援はもとより
災害等への応援体制を整え、県民の安心かつ
安全に生活できる環境づくりに一層貢献し
て参る所存であります。

　関係各位のご支援ご協力を賜れば幸に存
じます。
　新しい年のご繁栄とご健康を心よりご祈
念申し上げます。

「
昇
龍
の
年
に
よ
せ
て
」
絵
／
文

　白
澤 

恵
舟

：

　昨
年
、人
類
は
自
然
災
害
、原
発
事
故
・
世
界
的
な
経
済

の
混
乱
等
々
、何
重
苦
に
も
見
舞
わ
れ
ま
し
た
。

　そ
の
傷
跡
は
未
だ
深
く
生
々
し
い
の
で
す
が
、新
年
は

昇
龍
の
勢
い
に
あ
や
か
り
、ま
ず
は
希
望
を
も
っ
て
復
興

の
槌
音
を
響
か
せ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　お
互
い「
絆
」を
大
切
に
し
、が
っ
ち
り
と
ス
ク
ラ
ム
を

組
ん
で
頑
張
り
ま
し
ょ
う
。
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